


























11 月 13 日・14 日上海センター主催講演会・研究会 
中国の自動車産業―その過去・現在・将来を探る―のご案内 
講演会 
日  時●11 月 13 日(土)午後 2 時～6 時 
場  所●京都大学法経総合研究棟大会議室 
挨  拶●金田章裕  京都大学副学長･理事 
司  会●本山美彦  京都大学大学院経済学研究科教授 
講演１●丸川知雄  東京大学社会科学研究所助教授    中国式自動車製造法：日本との対比 
講演２●嶋原信治  元トヨタ自動車中国事務所首席総代表   トヨタ自動車の進出過程 
講演３●塩地  洋  京都大学大学院経済学研究科教授     中国における自動車流通 
    ●懇親会 
研究会 
日  時○11 月 14 日(日)午前 9 時 30 分～午後 5 時 
場  所○京都大学法経総合研究棟大会議室 
報 告１○高山勇一 現代文化研究所中国研究室室長  自動車産業政策 
報 告２○孫 飛舟 大阪商業大学総合経営学部助教授  3S・4S 店と自動車交易市場について 
報 告３○山口安彦 元本田技研工業中国業務室主幹   中国自動車企業の自主開発能力 
報 告４○大原盛樹 アジア経済研究所研究員       オートバイ産業の競争環境 









































 台湾では事情が違った。少数の原住民を除けば、台湾の住民とは 17 世紀以降福建省、広東省
から移民して来た人々であった。いうまでもなく、彼ら漢族が中国に対して対抗心をおこすことはあ
りえない。さらに、朝鮮との比較を念頭に置いていえば、台湾内での民族的結集も無かった。 














 台湾において民族国家の形成が意識的に追求されるのは、はるかに後の 1980 年代以降から現
在にかけてではなかろうか。植民地期以前における国民国家・民族国家の形成の有無が、朝鮮・






























起こる。1945 年時点で日本在住朝鮮人は約 200 万人（1910 年時点は約 1000 人）、満洲地域では





 両地域で工業化が一定進展した 1930 年代を例にとってみよう。この 10 年間に、朝鮮と台湾で人
口は 329 万人と 127.9 万人、それぞれ 15.7％と 27.9％増加した。しかし、有業者は朝鮮では 49.5
万人（5.1％）減少したのに対して、台湾では逆に 45.3 万人（25.3％）増加した。農業従業者数も対
































































付記                     
近代の植民地支配とは、軍事力・警察力によって当該社会の人々の主体的な意思を踏みにじ
って強行された野蛮で反人権的な不当な政策である。ゆえに、日本の植民地支配に台湾人や朝
鮮人・韓国人が強く反対抵抗したことは当然のことである。本稿は、日本植民地時代に対するとら
え方において、現代の台湾人と韓国人で大きな相違があることの要因を考えてみたものにすぎず、
それぞれの国民による日本植民地統治に対する批判の内容自体に、いささかも異議をとなえるも
のではない。 
 (堀和生) 
 
